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〈論壇要旨〉

　本論文 の 目的は
、

日本管理 会計学会 2011 年度全 国大会 の 統一論題 「管理会計研 究 の 現状 と課

題 」 にお ける 3 名の 報告者 に よる研 究報告 の 内容を整理 し 、 そ れ らに基づ き、ま た 不 足す る部

分 を補い なが ら、近年の 管理会計研 究の 展 開を特徴づ ける視点 を見 出す とともに、

管理 会計の 研究課題 を提示す る こ とで あ る 。 統一論題 の 研 究報告者は、ポ イン トを得た先行研

究の サーベ イ に よ り、それぞれ の 領域に お ける研究動向を 要約す る とともに 、各 自の 問題意識

に 基づ く研究課題 の 提案を行 っ た。ま た、コ メ ン テ
ー

タの 河 田信氏 か らは、「気付き」 とい う共

通項を指摘 し、組織構成員に よる創発的な経営 へ の 参加 が管理 会計の 研 究課題 とし て 重要で あ

る こ とが提案 され た 。

〈 キーワー ド〉

イ ン タ ン ジブル ズ
、

バ ラ ン ス ト ・ス コ ア カ ー
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Recent　management 　accounting 　researches 　and 　current 　issues
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Abstract

The　2011 　 annual 　meeting 　of 　the　JAMA （Japanese　Association　of 　Management 　Accou飢 ing）was

conducted 　at　Kansai　 University倉om 　 October　 8　to 童0，2011．　The　purposes　of 　this　artic｛e　are 　to

summarize 　three　reports 　given　under 　the　key　theme
‘‘Recent　manageme 槻 accounting 　researches 　and

current 　topics，’

and 　discussion，　and 　to　propose　a　direction　offUture 　researches 　and 　some 　research 　topics ．

Three　research 　reports
，
　which 　are 　presented　fbllowing　to　this　article 量n　this　issue，　gave　us　clear 　briefing

of 　 recent 　 researches 　 on 　intangibles　 management ，　 inter−organizational 　 cost 　 management
，　 and

management 　accounting 　in　public　organizat …onS ，　and 　pointed　some 負ユture　perspectives　on 　each 　topics．
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1 ． 統
一

論題 の 課題 とね らい

2011 年 10 月に 関西大学で 開催 された 日本管理 会計学会全 国大会で は 、「管理会計研 究の 現状

と課題 」 とい うテ ーマ の 下で統
一
論題 の 研究報告 とディ ス カ ッ シ ョ ン が行 わ れ た 。 こ の 年が 、

日本管理会計学会創設 か ら満 20 年に 当た る年で ある の で 、最近 20 年 ほ どの 管理 会計研究 の 発

展 を振 り返 り、管理会計学 の 現状を整理 し て み よ うとい うね らい か ら上記 の 統一
テ

ー
マ が選択

され た の で ある 。

　統一論題 で は 、 下記の 3 人 の 研 究者 が 、戦略管理 会計 、
コ ス トマ ネジメ ン ト、 非営利組織管

理会計 の 管理 会計を代表す る それ ぞれ の 分野 に つ い て 最近の 研 究動 向 と最 先端の 研究課題 に つ

い て 報告 した。

伊藤和憲氏 （専修大学） 「バ ラン ス ト ・ス コ ア カ
ー ドの 現状 と課題」

窪 田祐
一

氏 （大阪府立大学） 「組織間 コ ス トマ ネ ジメ ン ト研 究の 展開」

藤野 雅史氏 （日本大学） 「行政経営改革は管理会計 に何 をもた ら した の か 」

これ らの研 究者 の 報告内容 は節 をあ らた め て詳 しく触れ たい と思 うが 、 そ の 前に 、筆者 な り の

立 場 か ら 1980 年代以降の 管理会 計研 究に対する視点 を して お きたい 。

　1980 年 代後 半 か ら 2000 年 の 期 間 に は 、米 国 で は 活 動 基 準原 価 計 算 （activity −based

costing ；ABC ）、経済付加価値 （economic 　value −added ：EVA ）、バ ラ ン ス ト
・ス コ ア カー ド （balanced

scorecard ：BSC ）な ど の新 し い 手法が 次 々 と提案され た。同 じ時期に 日本 で も 、 原価企 画の 研 究

が本格化 し、社内資本金 制度や ミ ニ プ ロ フ ィ ッ トセ ン ターな ど日本企業 が 実践の 中で 育成 して

きた独 自の 管理会 計手法に研 究の 目が 向け られ た。

　ま た 、決 して 新 し い 手 法 とは い えない が 、 品質 コ ス ト 〈cost　of 　quarity）や ライ フ サ イ ク ル ・

コ ス テ ィ ン グ （life−cycle 　costing ：LCC ）などす で に提 案され 、 利用 されて い た概念 の 見直 しが行

われ た の もこ の 時期 で あ っ た。品質 コ ス トに っ い て は、品質管理 コ ス トと失敗 コ ス トの 均衡点

を理想 とす る静態的な考 え方が 、1960 年代か ら 70 年代に か けて 米国の 品質管理 学会 を 中心に

発 展 し て きたが 、1980 年代に は い り 日本 の 製造企 業 か ら輸出 され る よ うに な っ た低 コ ス ト・高

品 質の 製品 を 目 の 当た りに し て 、静態的 な品 質 コ ス ト均衡モ デル に対す る批判や反省が米国内

で強 くな っ た 。 そ の 結果 、 予 防 コ ス トの 投入 か ら
一

定 の タイ ム ラ グを経て 失敗 コ ス トの 削 減に

結び つ く因果関係 を分析す る動態的な品質 コ ス トモ デル が 評価 され る よ うに なる。1980年代 に

は品 質 コ ス トの 集計 を行 っ て い る 日本企 業 を ほ とん どみ る こ とが で きなか っ た の に対 し 、 梶原

氏が行 っ た 2007 年 の 質問紙 調査で は
、 回 答企 業 の 65 パ ーセ ン トが 品質 管理 コ ス トと失敗 コ ス

トを含む品質 コ ス トの 集計を行 っ て い た こ とが明 らか に な っ た （梶原 、2008 、 p ．65）。

また LCC に つ い て は 、1960年代 に米 国政府の 耐久財調達の た め に国防総省 が 中心 に な っ て 開

発 し た原価 計算手法で あ る とい われ て い る （中島、2011 、p．11）。 1990 年代 は い ると、情報 シ

ス テ ム の コ ス ト・パ フ t 一マ ン ス を評 価す るた め に 、シ ス テ ム の ライフ サイ クル 全 体に か か る

コ ス ト （シ ス テ ム の 導入 コ ス トだ けで な く、運用費用に加 え て ソ フ トウェ ア の バ ージ ョ ン ア ッ

プ 費用 、 運 用 中の シ ス テ ム 拡張 の た め の コ ス トな どを含む） を計算す る必 要が 主張 され TCO

（total　eost 　ofownership ） と呼ばれた。また 、英国で は 、 サ ッ チ ャ
ーか ら政権 を受 け継い だ メ ジ

ャ
ー政権下 で行われ た行政経営改革の 中で 、1992年 に PFI （private　fmarlce　initiative二 公 共サー

ビ ス 提供 へ の 民 間資金 の 活用）が提案 され た 。
PFI の 経 済性 を評価する た め に、　VFM （value 　for

money ）とい う概念が使 われ た 。 VFM とは 、行政 自身が公 共 サ
ービ ス の 提供を実施す る際 の LCC
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と、PFI に よ っ て 民間資金が 参加す る際の LCC の 差額で あ る。 （中島，2011 ， 104・107）

　 さらに、 1990 年代 に提 起 された 環境 マ ネジ メ ン トの 議論 の 中で も 、
LCC の 概念 は再 検討 さ

れ る よ うに なる 。 設備 の 利 用 の 途上で排 出 され る環 境負荷物質の 処 理や設備 の利用 が終了 した

後に生 じる廃棄物 の 問題は、行政が 対応 し税金 で 費用が負担 され る場合 が多 か っ たの で 、 社会

コ ス トと認識 され て い た 。 とこ ろが 、 環境負荷物質の 処理 コ ス トが 増大す る とと もに、税金で

負担 し て い た 処理 コ ス トを設備の 利用者 あ るい は 受益者 に負担 させ る必要性 が主張 され た。税

金 で負担 して い る ときには 個 々 の 設備 と結び つ けた 正確 な コ ス ト計算は 必要 なか っ た が 、 設備

利用者 に費用負担 を求 め る場合に は 、 設備種類ごと の 厳密な計算を求 め られ る 。
つ ま り、1980

年代以前に は設備 の 購入費用 （ある い は製作 ・建設費用） と運用 段 階で利用 者が負担する費用

を合わ せ た もの を計算 し LCC と呼ん で い た が 、設備利用段階 で生 じる廃棄物 （排気ガ ス 、汚水、

ごみ）の 処理 費用や設 備 自身を廃棄す るた めの 費用 を、設備 ご とに厳密に計算 して 利用者に負

担 させ る必 要性 が主張 され る よ うに な っ た の で ある。 （國部 、2004 、pp．71−82）

　 こ の よ うに、1980 年代以後の 20 年間は、新 しい 管理 手法や概念 の 管理 会計 へ の 導入 と既存

の 管理 会計手法 の 見 直しが活発 に行 われ た時代 と位置付 ける こ とが で きるだ ろ う。 しか し、こ

の よ うな現象だ けを取 り上 げて 、近年 の 管理 会計研 究 の 特徴と理 解す る こ とは早計だ ろ う。決

して 新 しい 手法や概念 を提案す る こ とだけが研 究者 の 役割で は な く、新 し く提案 され た 手法を

含 めて、既 存の 管理手法が 実際 の 組織 の 中で ど の よ うな効果 を期待 で き る の か を評価す る 必 要

が あ り、また、実務 の 中で 適切 に 運用 され るた めに は必 要な 環壇条件や導入 手順を突き とめ て

明 らか にす るこ とも 、 研 究者に求め られ る 。 本稿で は 、 1980年代以 後の 管理会計研 究を 「研 究

拡張の 側面 」 と 「研究深化 の 側 面j に 分け 、 両 者の 側 面 か ら管理 会計研究 の 発展を振 り返 る こ

とを試み る 。 まず 、次の 節 で は 、統
一

論題 の 報告者の 研 究報告 を概観 し、そ れ ぞれ の 報告者が

管理 会計 の 研究を ど の よ うに捉 えて い る の か を確認する 。 第 3 節で は 、第 2 節の 内容 を補い な

が ら管理 会計研 究の 拡張の 側 面を筆者 の 視点か ら特徴づ け る 。 最後に 第 4 節 では 、管理 会計研

究の 深 化 の 側面 を 「管理会計研 究の課 題」 と捉 えたい 。

2 ． 統
一一th題報告者 の 報 告 論 旨

（1 ） 第 1 報告者 ：伊藤和 憲氏 「バ ラ ン ス ト ・ス コ ア カ ー ドの 現状 と課 題 」

　伊藤氏 の 報告で は 、 人 的資産 を中心 とす るイ ン タ ン ジ ブル ズ の マ ネ ジ メ ン トに 関す る研 究の

現状と課 題が 紹介 された。まず 、バ ラ ン ス ト ・ス コ ア カ ー ドの 基本 となる 4 つ の 視 点 （財務 の

視点 、 顧客の 視点、内部プ ロ セ ス の 視点、学習 と成長の 視 点） の うち 学習 と成長 の 視点に強 く

関わ るイ ン タ ン ジブ ル ズ の マ ネジメ ン トが最 も遅れ て い る研 究領域で ある こ とを指摘 し た。 さ

らに 、 イ ン タ ン ジブ ル ズ の マ ネジ メ ン トに 関す る最近 の 研 究を取 り上げて 、研究が深 ま らな い

原因 を次の よ うに推定 した 。

　まず、Kaplan　and 　Norton（2004 ）の 学習 と成長 の 視点に関す る解説 を引用 し て 、イ ン タン ジブ

ル ズが人 的資産、情報資産、組織資産 な どか ら構成 され るもの の 、こ れ らの 構成要素が個別 に

価値 を持 つ もの で はな く相互 に因果関係 を構築す る必要性 を指摘 し て い る。 しか しなが ら、イ

ン タ ン ジブ ル ズ の マ ネ ジメ ン トに 関連す る先行研究の 多 くは 、 人的 資産 や情報資産な どを個別

に取 り出 して議論 して お り、イ ン タン ジ ブ ル ズ の 構成要素間の 因果関係 に 目を 向け るこ とが少

なか っ た と 、 問題提起 した 。
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　 こ の よ うな観点か らイ ン タ ン ジブル ズ の マ ネジメ ン トを考え る際 に 、 伊藤氏 は次の 3 つ の 構

築方法が考え られ る こ と を提案 した 。

　 ひ とつ 目は、戦略 目標 ア プ ロ
ー

チ で あ る。戦略 目標ア ブ m −一
チ では 、学習 と成長 の 視点に お

ける戦略 目標 と他 の 視点 （た とえば 内部 プ ロ セ ス の 視 点）の 戦略 目標 の 問に因果関係 を持たせ

る こ とを重視する 。 因果関孫連鎖の 川下に ある戦略目標 を実現するため に必 要な人的資産 、 情

報資産、組織資産 を抽出 し、重点 的に強化 を図 る考え方で ある。

　 2 番 目 の 戦略実行 アプ ロ ーチは 、イ ン タ ン ジブル ズが戦略テ
ー

マ （strategic 　themes）を支援

す る と考 える 。 2001 年に出版された
”The　Strategy−Focused　Organization”以後の Kaplan　and

Norton の 著書 で は 、企業戦略は 複数 の 戦略テ ー
マ か ら構成 され る こ とを指摘 し、一

つ の 戦略テ

ー
マ に

一
つ の 戦略 マ ッ プ をあ て て表 現す べ きで あ る こ と を強調 し て い る 。

つ ま り 、

一
つ の 戦略

テ
ー

マ を実現す るた め に は 、財務の視 点か ら学習 と成長 の 視点 まで それ ぞれ の 視点で 戦略テ
ー

マ に合 わせ た戦略 目標 を準備 し 、 た が い に 因果関係を持 っ こ とを確認す べ きで ある と考え られ

て い る （Kaplan　and 　Norton
，
2001

，
Ch．3）。

　 し たが っ て 、たとえば 「コ ス ト効率 が高 い サ ービ ス の 提供」 と い う戦略テ ーマ の 戦略 マ ッ プ

の 最下段 に は、こ の テ ーマ の 実現 に必要な学習 と成長の 視点の 戦略 目標 が置 かれ る。 こ の 戦略

目標 の 裏付 け となる人 的資源 、情報資源 、 組 織資源 は 、
「コ ス ト効率が 高い サ

ー ビス の 提供」 と

い う戦略テ
ー

マ を支援す るイ ン タ ン ジブル ズ で あ る と考 え る こ とが で き る 。同 じ よ うに 、「地 球

に優 しい 企業」 とい う戦略テ
ー

マ に対 し て は 、別 の 戦略 マ ッ プ が準備 され、その 戦略 マ ッ プ に

は 、「コ ス ト効率が高い サービ ス の 提 供」の 戦略 マ ッ プで 採用 され た もの とは異 な る戦略 目標 が

並 べ られ る。こ の よ うに戦略テ
ー

マ に対応 したイ ン タ ン ジブ ル ズ の 複数の セ ッ トを抽出 し、そ

れ ら の 育成 に力 を注 ぐ方法が戦略実行ア プ ロ
ー

チ で ある 。

　 3 番 目 に 提示 され た戦略策定ア プ ロ
ー

チ は 、 将来の 戦 略を支援す るイ ン タ ン ジブ ル ズ の マ ネ

ジ メ ン トで あ る。特に 、新た な市揚を創造 とい っ た未経験 の 世界に踏み 込 ん で、断続的に経営

戦略 の 見直 しを行い なが ら組 織の ビ ジ ョ ン を実現 させ る状況 を考えれ ば 、 どの よ うな人的資源

や組織資源 を準備すべ き か を決 定す る こ とは 、さらに 困難な課題 となる。現実的に は 、そ の 時

点で既 存の経営戦略 も進行 して い るの で 、それ らの マ ネ ジメ ン トも考慮 しなけれ ばな らない か

ら、戦略策 定アプ ロ ーチが単独 で採用 され る こ とは考え られな い が 、戦略 目標 ア プ ロ・一一チお よ

び 戦略実行 ア プ ロ
ー

チ と並 行 し て 実行 されて い る事例が 存在す る こ とを伊藤 氏 は指摘 した 。

　イ ン タ ン ジブル ズ の マ ネジ メ ン ト構築の 3 つ の ア プ ロ
ー

チ の 観点 か ら、伊藤氏 は米国の グ レ

イ ・シ ラ キ ュ
ー

ス 社が人 的資産 開発 プ ロ グラム に用い て い る レ デ ィ ネ ス 評価 （Kaplan　and 　Norton
，

2004，p．237） を拡張 して適用す る可能性 に つ い て 指摘 し て い る。

（2 ）第 2 報 告者 ：窪 田祐一氏 「組織 問 コ ス トマ ネジ メ ン ト研 究 の 展 開」

　窪田 氏 は 、まず先行研究 の サーベ イ を通 じて サ プ ライ チ ェ
ー

ン ・マ ネジメ ン トの研 究 と原価

企画 の 研 究の 接点で 、 1990年代後期 に、組織間 コ ス トマ ネ ジ メ ン トの 研 究が生 まれた こ とを 明

らか に して い る 。 そ の 後、組織 問 コ ス トマ ネ ジメ ン トの 研究は 組織 間 の マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン ト

ロ
ー

ル に ま で 関心 が広 が る こ とに よ る組織間管理会 計 へ の 発展 と、戦略的 コ ス トマ ネジ メ ン ト

へ の 展開 とい う2 つ の 方 向を とる経緯が説明 された。

　窪田 氏 は 、これ らの 研究 の 展開 を 、 構造的 コ ス トマ ネジメ ン トと遂行的 コ ス トマ ネ ジ メ ン ト

の 二 層 で 理解 し整理 す る こ とを提案 した。構造的 コ ス トマ ネ ジ メ ン トは、事業戦略 に適合す る

コ ス ト構 造 に な る よ うに サプ ライチ ェ
ーン の 組 織 、 製品 （部品 ）、 プ ロ セ ス を設計す る考 え方で
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あ り、遂行的 コ ス トマ ネジメ ン トは 、
バ イ ヤ

ー
とサ プ ライ ヤ

ー
問の 個 々 の 取引の コ ス ト最小 化

を求め る考 え方で ある 。 前者は 、サプ ライ チ ェ
ーン の 全体最適を追求す る もの で あ る の に 対 し

て 、後者は部分最適に陥る可能性 を残すの で、構造的 コ ス トマ ネ ジメ ン トを前向きに評価す る

管理 会計分野 の 先行研究は 多い 。

　 しか し、サプ ライチ ェ
ー

ン を組織化する こ とには 、 問題点 も伴 う。 最適 な効率性 を 目標に 設

計 されたサプ ライチ ェ
ーン が環境の 変化 に対 して 脆弱性 を持 つ こ とは 、産業界が しば しば経験

して きた こ とで ある 。 これ は 、 東北地方大地震や タイ の バ ン コ ク周辺 の 水害 に際 して世界的な

規模 で 部品の 供給が 停滞 した と い う報道を待つ ま で もな い
。 また 、 効率的 なサプライ チ ェ

ー
ン

の 構築に先立 っ て 、 中核企業が負担 した先行投資 （技術 開発投資や物流 シ ス テ ム 構築 へ の 投資

な ど）の 回収 をめ ぐっ て 、 巨額 の 先行投 資に よ っ て 選択肢が制約 され て い る 中核企業に対 して

機会主義的 な要求を突き つ け る サ プ ライ ヤ
ーが 生 じ る危険性 （ホ

ール ドア ッ プ問題）が
、 産業

組織論の 研究者か ら提起 され て い る。

　構造的 コ ス トマ ネジメ ン トを 求 め る際に 克服 しなけれ ばな らない 闘題 は 多 く残 され て い る

の で 、一方的 に こ れ を優先させ る の で な く、サ プライ チ ェ
ーン の 再構 築と運 用 の 両面 を連動 さ

せ る観点 か らコ ス トマ ネ ジメ ン トを論 じ る必要 が あるとい うこ とが 窪 田氏の 主張で あ っ た。最

終的には 、日本企業が 関連す るサ プライ チ ェ
ー

ン の 現状を観察す る こ とに よ っ て 、窪 田氏は 、

組織間 コ ス トマ ネジ メ ン トが直 面す る 5 つ の 研 究課題 を提示 し て い る が 、それ らの 課題 は、本

誌 の 窪 田氏 の 論文に詳述 され て い る の で 、それ を参照 され たい （窪 田、2012 ）。

（3 ）第3 報告者 ：藤野 雅史氏 「行政経営改革は 管理 会計に何 を もた ら した の か 」

　藤野氏 の 報告で は、日本攻府 に よ る最近 20 年間 の 行 政改革 の 経過 と、それ に関 連す る先行

研 究を振 り返 る こ とに より、政策評価制度の 導入 と予算制度改革が表裏
一

体 の 関係で あるこ と

が 説 明 され た 。 1980 年 代初 期 に始 ま る イ ギ リ ス 政 府 の
一

連 の 行 政 経 営改 革 （new 　 public

management ）以来 、 先進 国で は行政 の 効率性や 有効性 の 評 価に 政策評 価が 広 く取 り入 れ られ る

よ うに な っ て い る。 し か し なが ら、従来 の 行政予算 の 構成が行 政政策 の 対象 とな る政策と対応

して い なか っ た た めに 、政策評価 を行お うとして も、政策実行か ら得 られ た成果が投入 された

資源 に 見合 っ た もの で あ っ た の か どうか が、判別で きて い なか っ た 。 ひ い て は 、 政策の 採否を

決 定す る際 に も 、 政策実行 の た め に どれ だけ の 資金 （経済的資源） を投入 す べ きか とい う意思

決定 も適切 には で きて い な か っ た 、と い う問題 を藤野氏 は指摘 した 。

　 こ の よ うな行政 予算の 構 造的な問題は 、予 算 の 設計の み に 責任 を負 わせ る 問題 で はない 。 従

来 の 行政組織が経 常的 な行政業務 を効率的に行 うとい う観 点か ら設計 され て お り （つ ま り専門

別の 業務分業 を前提に した た て わ り組織）、行政予算が こ れ ら の た て わ り組 織に資金 を配 分す る

こ とを 目的 に設 計 され て い た か らで ある。とこ ろが 、現代の 行政 で は複合的な政策 を要請 され

る頻度が 高 くな っ た た め に 、 ひ とつ の 部門 で ひ とつ の 政策 を完結的 に実行で きる確率が低 くな

っ て きて い る。たて わ り組織の 行 政で は部門間協力 が進 まず 、 政策 実行 の 障害に な っ て い る と

い う組織 の 硬 直性の 問題 は、マ ス コ ミ報道な どで し ば し ば指摘 され て い る点 で あ る 。

　 た て わ りの 行政組織 を前提 に した 部門予 算に も同 じ問題 が発 生す る 。 予 算の 計算 単位 （した

が っ て 実際支出額 の集 計単位 も）が 、実行 され る重要な政策 に対応 して い なか っ た 。 こ の こ と

が 、 政策に関す る経済的 な評価や管理 が適切 に行 えて い なか っ た とい う問題 の 指摘 に つ なが る 。

し か し、2000 年代 にな っ て か らの 日本政府の 予算制度会改革を経時的に観察する限 り、 政策の

実行単位 と予算編成 の 単位が 対応する よ うに徐 々 に改 め られ 、さらに予 算執行 プ ロ セ ス の 管理
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が 政策実行 と リ ン ク し て 行える よ うに改善されて い る こ と を 、 藤野氏 は指摘 した 。

　 政策の 実行 ・評価 の プ ロ セ ス と予算編成 ・予算執行の プ ロ セ ス の 間 に厳密 な対応関係 を求 め

る仕組みは業績予算 と呼 ばれ 、 各国 で広 く研 究 され て い る 。 藤野 氏 の 報告 に よれ ば、 日本政府

で 業績予算 へ の 動き が始まる の は、2001 年 に設置 され た経済財政諮問会議に お ける予 算改革で

あ る 。 こ の 前後か ら、 日本政府 の 行政 改革 の
一

貫 として政策評価制度が 導入 され 、そ れ に対応

す る形で 、経済財 政諮 問会議 の 主導で 予算の 重点配分が 強調 され るよ うに な る。 詳 しい 経過は、

本誌 に掲載 され て い る藤野 氏 の 論 文に詳述 されて い る の で、そ れ を参照 され たい が 、小泉内閣

か ら 4 代の 自民党政権 だ けで な く 、 民主党政権に移行 した 後 も同 じ方向で の 予算改革は進め ら

れ 、 全体 と して 10 年あ ま りの 試行錯誤 の 改善が 続け られ て きた こ とを藤野 氏 は報告 して い る 。

そ の 結果、日本政府 の 政策評価制度か らもた ら され る業績情報 と、予算編成プ ロ セ ス で議論 さ

れ る予算情報 はお互い に 関連付けて作成 され る よ うに な り、 日本独 自の 業績予算が構築 され た

と考え られ る 。

　藤 野氏 は 、2001 年か ら 10 年間にわ た る 日本政府 の 業績予算 へ の 移行プ ロ セ ス を研 究す る こ

とは 、 公 的部門にお け る管理 会計 の 構築過程 を理 解する こ とに っ なが り 、 ま た 、 そ の プ ロ セ ス

で 発 見 され た 問題点 は、非営利部門の 管理 会計が 取 り組 ま なけれ ばな らな い 研 究課題 で ある こ

とを示 した 。

3 ． 管理会計研究の 現状 （管理 会計研究 の 拡張）

　前簾で 要約 した よ うに 、 統
一

論題 の 各報告者は それぞれが 研究対象 とす る分野の 最近の 研究

に っ い て サーベ イを行い 、過去 の 研 究の 展開 を踏ま えた上で 、現時点で の 研 究課題 を抽 出 しそ

の 研 究の方向を提示 して い る 。 3 氏の 研 究報 告の 内容 は本誌 に別稿 と して掲載 され て い る の で

こ れ以上言及す る必要 はない だろ う。また、 3 氏の 研究報告だけで管理 会計研 究の す べ てがカ

バ ー されて い るわ けで は ない の で 、こ れ以後 は筆者 な りの 観点か ら 3 氏 の 報告内容 を補 い なが

ら 、 第 1 節で 提示 した管理 会計研 究の 拡張の 側 面 と管理会計研 究の 深化 の 側面 を説 明 し た い 。

以 下で は 、1980 年 代以 後 の管理会計研究 の 拡張を特徴付 け るた め に 3 つ の 観点 を用 い る 。

（1 ）組 織の バ ウン ダ リの 拡大

　 も と も と管理 会計学 は 、 組 織 内の 意思 決定や コ ン ト ロ ー
ル の た め の 会計 情報 の 利用 を研究す

る もの で あ っ た 。 これ に対 して 、複数の 企業が協力関係 を構築す る こ と に よ っ て 得 られ る ベ ネ

フ ィ ッ トに注 目する研 究が 、経営学で は戦略的企業間提携 （strategic 　alliance ） として 、 管理会

計 で は企業間 コ ス トマ ネジ メ ン トの 研 究 と して、1990年代 に大 き く発展 した こ とは窪田 氏 の 報

告 で明 らか に され て い る 。

　企 業間提携 の 議論や企業間 コ ス トマ ネ ジ メ ン トの 議論 の 背景 には 、 経済学にお け る取引 コ ス

ト理論や契約理論 の 研 究成果 がある 。 伝統的な ミ ク ロ 経済学で は、市場 へ の 参加者 と し て 個人

と企業の 経済的行動 を分析す る こ とを 目的 として い た。取 引 コ ス トの 理論 は、市場 にお ける取

引 （競争的経済活動） と企 業 内の 組織化 され た 取 引 （協力 的経済活 動） の どち らが効 率的か、

とい う問題意識 か ら出発 す る の だが 、 分析結果 と して 中間組織 （つ ま り競争市場で もな く、組

織化 された企業 で もな く、経済主体問の 半協力的 ・半競争的関係）と い う概念が生 じた 。

　中間組織 と い う概念 に基づ い て 、 企 業間関係 を さらに微視 的に、製 品開発、マ ーケテ ィ ン グ、

物流な ど の 機能 に分解 して 、実際の 経 済活動 を観察 する立 場が 戦略的企業 間提携の 研 究姿勢で
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ある。また 、企 業間関係 の組織化 、つ ま り継 続的 な企 業間関係 を維持 す るた め の 仕組 み作 りと

し て 、プ ロ セ ス 設 計、情報 の 共有 、成果の 配 分な どの 議論 を深化 させ るこ とが組織間 コ ス トマ

ネ ジ メ ン トの 立場 で あ る （窪田 、 2012 ）e

　組織間 コ ス トマ ネジ メ ン トの 議論 の 中で 、会計情報 と りわ け原価情報は 多面的な役 割 を果た

す。設計 され た共 同プ ロ セ ス の コ ス ト・パ フ ォ
ー

マ ン ス を評価す る ため の 情報 と して 原価 情報

が利用 され 、 情報共有の 対象 として サプ ライヤ
ーの 原価情報 が重要 な位置付 けにあ り 、 また、

公正 な成果配分を実現 し検証するた め には 正 し い 原価が 計算 され て い る こ とが前提条件に な っ

て い る。原価情報 に対す る共通 の 理解 は、企 業間関係の 構築に は不可欠の キ
ー

コ ン セ プ トで あ

り 、 こ こに オ
ープ ン ・ブ ッ ク ・ア カ ウンテ ィ ン グ （OBA ）が強調 され る理 由がある 。

　組織の バ ウン ダ リを超えた 管理 会計研究の 展開は 、LCC （ライ フ サ イ クル ・コ ス テ ィ ン グ）

に もみ る こ とが で きる。LCC とい う言葉 は 、も ともと 1960 年代 に米国政府 の 調達契約 の 経済

的合理 性を判断す る考え方 と し て 提案 された もの で 、決 して 新 しい もの で はな い （岡野 、 2003
，

p ．11）。 設 備の 購入 （ある い は製作 ・建設 ）の 意思決定や 設備 の コ ス ト・パ フ ォ
ーマ ン ス を評価

す るた め に 、設備の 購入 費用 （あ る い は製作 ・建設費用） と運用段 階で利用者が負担す る費用

を合わせ た LCC を計算す る必 要性 が 主張 され たの で あ る 。 こ の 段階で の LCC は 、設 備の利用

者が負 担す る トー
タ ル コ ス トを計算す る こ とを意味 して い た の で 、 組織 の 境界を越 えた とは い

え なか っ た。 しか し、 1990 年代 の 環境 マ ネジ メ ン トの 議論の 中で は、LCC が利用者 コ ス トに

加 えて 社会 コ ス トを含む 概念 と して新 しい 定義を与 え られ た こ とは 、本稿の 第 1 節で説明 した

とお りで ある。

　環境 マ ネ ジ メ ン トの 文脈で扱 われ る原価情報 （環境 コ ス トマ ネ ジ メ ン ト） に関す る議論は 、

企業内で の 会計情報 の 利用 を目的 とす る管理 会計お よび 企業と資本市場 の 関係 にお け る会計情

報 の 利用を 目的 とする財務会計と区別 す るた め に、祉会会計 と分類す る揚合もあ る。環境 コ ス

トマ ネ ジメ ン トが社会会計 に属す る べ きか 、管理 会計に 属 す るべ きか を検討す るこ とが 本 稿の

目的で は な い が
、 環境 コ ス トマ ネジ メ ン トの 研究 に は従来 の 管理 会計 の 知識が応用可能 な問題

も少 な か らずあ り、管理 会計研 究の 周辺 領域 と し て 位置付 けられ る こ とを指摘 し た い 。

（2 ）期 間の バ ウン ダ リの 拡 大

　伝統的な 管理 会計は期 間計算で ある こ とを前提 として い た。損益 は 1 年 あるい は 半期 （6 ヶ

月）を計算単位 として 管理 され 、原 価 は月 次計算 を前提 と して 管理 され て い た 。 唯
一

の 例 外 が、

設備投資意思決 定 （資本予算） の た め の 正 味現在価値法 （net 　present　 value ） と内部 利益率法

（internal　rate 　of 　return ）の 適用で あ るが 、これ らの 手法 は 、　 Joe1　Dean （1951）が紹介 して以 来、

ほ と ん ど大 きな進歩は み られ な か っ た 。 逆 に 、 情報技術 の 進歩 と と もに 、 損益管理 は月次予算 ・

月次決 算 へ と移行 し、原価情報 を旬次 （10 日毎）ま た は週次 で 集計す る会社 も現れ、必 要 な工

場 で は 日次原価計算 と称 して前 日に生産 され た製品 の 原価 が 翌 日の 午前 に は提供 され る と い う

原価管理 シ ス テ ム が
、 1990 年前後 には 実用 化 され て い た 。

　 と こ ろが 、1990 年代 には複数期問に わ た る意思決 定問題 を評価す る手法や 業績評価の 手法が

研 究対 象 として 次 々 と提 案 され た 。 複数 期間 モ デル の 代表 は 、 経 済付加 価値 （economic

value −added ）で あ っ た 。 経済付加価値を提 案 した Stewartの 1991 年 の 著書 の 中で は、経済付加

価値を 2 通 りの 方法で 利用する こ とが 主張 され た。ひ とつ は 、事業部門 の 業績評価指標 として

経済付加価値を用 い る こ とで あ り 、 他 の ひ とつ は 、 将来の 経済付加価値の 予 測値を も とに企業

価値 （上 場 企業の 場合は株 式の 時価総額） を推定す る こ とで あ る （Ste“ ・art ，
1991 ）。
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　 経済付加 価値 を用 い た 時価総 額の 推 定が 管理会計学 の 研 究に 含まれ るか ど うか は議論 が あ

るだ ろ うか ら、こ こ で は敢 え て 取 り上げな い が、経済付加価値 を事業部 門 の 業績評価 に用 い る

とい う提 案は米国 の 実務界 で高 く評価 され 、多 くの 企 業が経済付加価値 を導入 した。事業部制

やカ ン パ ニ ー制 （社 内分社制度）を採用す る 日本 企業で も、事業部 門の 業績評価指標 に経済付

加価値 の 考 え方 を取 り入 れて い る企業は少 な くな い
。

　資本 コ ス トを取 り入れた経 済付加価値 を業績評価尺 度 とし て用い る事業部門の 管理 者 は、も

し彼が n 億円 の 設備投資を行 うとすれ ば 、 そ の こ とに よ り翌年度 は新た に r ・n 億 円 （r は資

本 コ ス ト）の 営業利益 を稼 ぐ責任 をもた なけれ ばならない とい うメ ッ セ ージ を経済付加価値か

ら受 け取 る 。 経済付加 価値を用 い る こ とに よ っ て 、 当期 の 利益 だ け を念頭に置 い た 意思決 定で

は な く、 当期の 利益 と同時に来期以降の 利益 も考慮 した意思決定に 管理者 を導 くと、 評価 され

た の で ある。

　事業部門の 業績評価 指標 として 総資本利益率 （return ・on ・investment：ROD を使 うとい う管理

会計実務も 、 古 くか ら行われ て い た 。
1980 年代以前 に はイ ン ベ ス トメ ン ト・セ ン タ ーの 代表的

な業績評価指標は ROI で あ る とテ キ ス トブ ッ ク に書かれ て い た 。しか し、多 くの 資本 予算 の研

究者 か らは 、ROI を評価指標 と して使 っ た投資意思 決 定は誤 っ た結論 を導 く とい う問題点が 指

摘 され 、 ま た 、 Shillinglaw（1959）か らは ROI を業績評価指標 に用い る事業部で は 、部分最適な

投資意思決定が行 われ る可能性 が ある とい う問題点 が指摘 され て い た。したが っ て 、ROI を業

績評価 に使 っ た場合 に は過去に投資 され た資産 を有効に利用 する こ とを動 機付 け る こ とは 可能

で あるが 、 新規投資に つ い て は 、損益予算か ら導か れ る ROI とは別 の 資本 予算 の 仕組み の 中で

意思決定が行 われ なけれ ば な らなか っ た。

　そ れ に対 して 、 投資意思決 定に使われ る経済計算 とも整合性 の 高い 経済付加価値 は、前期 か

ら引き継 い だ資産 を有効 に利用する と い う責任だ けで な く 、 将来 の 収 益 を獲得す るた め に新た

な投資意 思決定 を行 うとい う責任 を、事業部門管理 者の 業績に 反映 させ る評価指標 と して 期待

され た
。

ROI を業績評価指標 に使 う事業部門 （SBU ） と経済付加価値 を業績評価 指標 に使 う事

業部 門にお ける管理会計機能 を対比 し て （表 一 1 ） に整理 して お く。

（表
一 1 ）イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ター

の業績評価指標 の比 較

伝統的 な SBU 企業価値指 向の SBU

業績評価指標 RO 正 （総資本利益率） EVA （経済付加価値）

SBU の 予 算 シ

ス テ ム

損益 予 算 と資本予 算が 分

離 ・並列

資本 コ ス トを連結 環 と して

損益予算 と資本 予算 が連動

SBU 管理 者 の

責任

過 去 に 投資 され た 資産 を

効率的に運用す るこ と

薪た な投 資意思決 定 を行 う

こ とに よっ て 、 将来の 経済的

便益 を創 出す るこ と

　1990年 代に は 、
コ ス トマ ネジ メ ン トの 分野で も複数期 間を対象 とす る管理 モ デル の 研 究が 展

開 され た。ひ とつ の 代表例 は原価企画の 研究で あ る。 説明す るまで もな く、原価企画 は、製品

の 開発 ・設計 の 段階で原価低減施策を実施 し、将 来の 製造原価 を引き下 げる原 価低減手法 で あ

る。 製造原価 を引き下げるための 施 策が実施 され る時点 と、原価が低減す る時点 との 問には 時

間差 が あ り 、 多く の 場 合には 異な る会計期 間に帰属す る。
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　品質 コ ス トや LCC も、おな じ よ うに原価 低減施策 の 実施 と原価低減効果の 出現に
一

定の タイ

ム ラグを予定して い る コ ス トマ ネジメ ン トの 手法 で ある こ とは 、 本稿の 第 1節で記述 した 。 こ

れ らの コ ス トマ ネジ メ ン トの 効果を測定す る た め に は、原価低減施策の 実行 の た めに投入 され

た経営資源 とそ の 効果 の 因果関係 が、複数の 会 計期 間にわた っ て観察 され なければな らない 。

（3 ） シ ス テ ム の バ ウン ダ リの 拡大

　も ともと会計は 、紙の 上 にペ ン で書か れ た 取引情報 の データ ベ ー
ス （仕訳帳 と元帳） を基盤

に して構 築され た情報シ ス テ ム で あ っ た 。
これ は財務会計 も管理会計 もか つ て は共通 に持 っ て

い た性質で あ る 。 と こ ろ が、比 較的低価格の 小 型計算機が 発売され る 1970 年代後半か ら、会

計 シ ス テ ム を計算機 上に移行す る会社が多数を 占める よ うにな っ た。1980 年代の 会計 シ ス テ ム

は高速の 入 出力装置 と大容量の 記憶装置の 利点を活 か し 、 経理部 の 人間 を減 らすこ と には貢献

したが 、 基本 的には 紙の 上に構 築 され た帳簿シ ス テ ム を磁気 フ ァ イル 上 に コ ピー し た だ けの も

の で あ っ た。

　 1990 年代に入 る と、情報処理技術 はオ ープ ン ・ネ ッ トワ ークの 時代 を迎え る。オープ ン ・ネ

ッ トワ ーク の 特徴は 、 複数の 計算機をネ ッ トワ ーク上 で 相互 接続す る ために必要 なデータ ・イ

ン ターフ ェ イス （electronic 　data　interchange； EDD で ある。メイ ン フ レ ーム ・コ ン ピ ュ
ータ と

呼ばれ る種類 の 計算機 が 主役で あ っ た時代 には 、 それ ぞれ の機種や基本 シ ス テ ム ごと に処理 さ

れ る デー
タ の 形式 に つ い て 厳 し い 制約 が あ り、あ らか じ め ル ール を決 め て お か な けれ ば異なる

シ ス テ ム 問で の デー
タ の や り取 りがで きなか っ た 。 それ が 、 オ

ープン ・ネ ッ トワー
ク の 時代 に

入る とネ ッ トワーク上 で流れ るデータ の 形式が標 準化 され 、 シ ス テ ム 間 の デ
ー

タ交換 の ハ ー ド

ル は は るか に低 くな っ た 。

（表
一 2 ）会計 シ ス テ ム の 変遷

伝統的会計 シ ス テ ム 紙 とペ ン と人 間を最も効 率的に使 うシ ス テ ム
。

メ イ ン フ レ
ーム 上 の

会 計シ ス テ ム （集 中処理）

高速の 入 出力 、演算処 理 。 大容量 の 規則装置 。

他 の シ ス テ ム か ら孤立 した会計 シ ス テ ム 。

ネ ッ トワ ーク上 の

会 計シ ス テ ム （分散 処理）

他 の シ ス テ ム と の 相互 接続 （EDI ）。

入 出力 の 分散化。

　企業の 中で は 、 それ 以前に は独 立 した シ ス テ ム と して 運 用 され て きた 会計情報 シ ス テ ム や 顧

客情報 シ ス テ ム 、人事情報 シ ス テ ム 、生 産情報 シ ス テ ム 、技術情報シ ス テ ム な どが 、 イ ン トラ

ネ ッ トを介 して相互 接続 され る よ うにな り、ERP （基幹情報 シ ス テ ム ） と呼ばれ る続合型 の 経

営情報シ ス テ ム も多く の 企業に 導入 され た 。 管理 会計 に視野 を限定 して も、ABC か ら活動基準

原価管理 （activity −based　management ）や活動基準予算 （activity −based　budgeting）へ の 展開や BSC

の 広範囲の 普及 な どは 、 オ
ープ ン ・ネ ッ トワ

ー
ク の技術が 背景に あ るこ とは否 定で きない

。

　さ らに、POS （point　ofsales ：販売時点 情報 管理 シ ス テ ム 〉か らの 情報 を うま く使 うこ とに よ

っ て 、顧客 を年齢層、来店頻度、嗜好性 、な どによっ て 分類 し、顧客グ ル ープ別 の 利益率 を計

算 ・分析する技 術はすで に い く つ か の 文献 で紹介され て い る （浅 田 ・鈴木 ・川 野、2005 。清水、

2000 、p．123
・141）。 トレーサ ビ リテ ィ

・シ ス テ ム （traceability　system ）に原価情報 を載せ る こ

とも可能で ある 。 複数の サ プ ライ チ ェ
ー

ン の 経路が ある とき に経路間の コ ス ト比 較が リア ル タ

イ ム （た とえば 日次や週次） で 実行で き るの で 、原料価格 の 変動や為替 レ ー トの 変動 に 弾力的
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に 対応 して サ プ ライチ ェ
ー

ン の 計画 の 見 直 し を頻繁 に か つ 弾力的に行 う ビ ジネ ス モ デ ル が議論

され て い る こ とに つ い て は 窪田（2012 ）が 指摘 し た とお りで あ る 。

4 ． 管理会計研究 の 課題 （管理 会計研究 の 深化 を求 め て ）

　 前節で説 明 して きた種 々 の 背景の 下で、管理会計 は研 究対象 と研 究 内容 を多様化 させ て きた 。

それ らの 個 々 の 研究に は それぞ れ に 異な る研究課題 が あるはずで ある か ら、管理会計 全体 の 研

究課題 を取 りま とめ て 表現す る こ とは大変難 し い
。 それ で もなお誤 解を恐 れ ずに 、 管理会計 の

諸分 野が 直面す る共通課題 を挙 げる とすれ ば、 2 つ の 課題が あ る とい え る。ひ とつ は 、研究対

象 の 多様化 に付 随し て 拡張 した成果尺度の 体系化 で あ り、他 の ひ とつ は コ ス トの 因果 関係の 把

握 で あ る P

　 まず、成果尺度 の 体系化 とい う課題 に つ い て 考え よ う。1980年代ま で の 管理 会計で は 、会計

データベ ース に記録 され た情報 を使 っ て測 定可能 な成果だ けが管理会計 の 対象 とみ な されて い

た。こ の こ とと比 較す る と、こ の 20 年 間で 成果尺 度に 関す る視野 は大 き く広が っ た 。 伊藤氏

の 報告で は入的資産構築 の 成果 をレデ ィ ネ ス とい う尺度で測定す る事例 が紹介 された。従業員

個人の ス キ ル ネ ス や コ ン ピ テ ン シ
ー

の 測定 は 1gge 年代 に は すで に 実施 され て い たが 、 それ ら

は 人事管理や人材開発 の 研 究対象で あ っ た。個人 で は な く組織 単位 と して戦略遂行能力や特定

の 機能実施能力 を測定 し よ うとす る レデ ィ ネ ス の 考え方 は 、 問題 意識 と して は管理 会計 に 近 い

もの で ある が、具体的 な手 法は ス キ ル ネ ス や コ ン ピテ ン シ ーの 測 定の た め に開発 され た手 法に

頼 っ て い る 。

　ま た、藤野氏の 報告で 取 り上げた行 政組織の 業績予算で は、経営成果 を評価す る た め に政策

評価 が 行わ れ る 。 政策 の 実行お よび 評価の 単位 と対 応 した 単位で予 算の 集計 を行 うこ とが 主張

され た 。 こ こ で 業績予算の ベ ー
ス と考 え られ て い る政策評価 も、10 年前ま で は 会計担 当者が 関

心 を持 つ べ き事象で は なか っ た 。 それ が 、 2000 年代 に は行政予算の 枠組 み の 一部 として 議論 さ

れ て い る 。

　こ の よ うに多様で 種類 も多い 成果尺度 を、す べ て 管理 会計の 担当者が 関与 して 測定す べ きで

ある とか 、測定結果 を会計デー
タベ ー

ス に取 り込ん で保有 しなけれ ばな らな い と主 張 して い る

の で は ない
。 そ れ ぞれ の 成果の 測定は 、 そ の 成果尺 度を扱 うの に適 した 部署 に任せ て お けば い

い だ ろ う。 管理会計担 当者 は、会計以 外 の デー
タ ベ ース に保存 され て い る評価 結果 の 情報 を利

用すれ ば十分で ある 。 しか しな が ら、こ れ らの 数多 くの 成果尺 度 と管理 会計 の 距離感 あ る い は

対 応 関係 は、き ちん と整 理 して お く必 要が あ るだろ う。

　最近、KPI （key　performance 　indicator）や 非財務指標 （non ・financial　indicator）とい う表現 で新

し い 成果尺 度に 目を向 けよ うとす る文献が増 えて い る 。 しか し 、 これ らの 表現 は 、伝 統的な管

理 会計が扱 っ て い た成果尺度 に 対 し て 、近年登場 した新 しい 成果尺 度 を 区別す る意味 し か なく 、

単純で 貧弱 な表現だ と思 う。 新 し い 成果尺度は、既存の 管理会計指標 との 関連性 も多様 で あ り、

管理会 計へ の 影響度や 重 要性 の 程度 も一律で ない か らで あ る 。

　藤野氏 が報告の 中で 区別 したよ うに 、ア ウ トプ ッ ト （プ ロ セ ス か ら産 出 され る財やサー
ビス

の 量）として測定 され る成果 と、ア ウ トカ ム （組織や シ ス テ ム がそ の 目的 を達成 して い る程度）

と して 測定 され る成果 を区別す る こ と も 、 ひ とつ の 考え方 で ある。

　ふ た つ 目の 課題で あ る コ ス トの 因果 関係に 話 を移 そ うD も とも と原価情報 は管理会 計 の 主役

を 演 じて い た 。 原価計算か ら管 理会計 へ と発展 した とい う歴 史的経緯 も理 由 の ひ とつ で あるが 、
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目的 をもっ て 投入 され た 経済資源を貨幣価値に換算 して 、統合的に 示 した もの が原価 で あ る と

い う重要 な属性 を持 つ こ とが 、 も うひ とつ の 重要 な理 由 で あ る 。 管理 会計 の 研 究範囲が 拡張 し

たと して も 、 こ の よ うな原価情報 の 重要性 は ゆ る ぎは しない 。

　すで に述 べ て きた よ うに、最近 四半世紀の 間に管理会計の 適用対象は広範囲 に広が り、成果

尺度の 多様性も増 して い る。 これ らの 考察対 象に投入 され て い る経済資源 を適切 に集計 、 あ る

い は 予 測計算す るこ とが 管理 会計に 求め られ て い る基本機能 と い え る だ ろ う。さい わ い ABC

とそれ に付随する原価概念や手法 は高い 弾力 性を持 っ て お り 、 銀 行 、物流 、情報 シ ス テ ム 、医

療機 関、行政組織 な ど幅広 い 原価対象に適 用 して い る事例 がす で に紹 介され て い る の で 、 ABM

や ABB に続 く ABC の 応用形態が ひ とつ の 解に なる の か も しれ な い 。

　しか し、ABC がすべ て の 課 題 を解決 す る万能薬で ある とは思 え ない し、そ うで は ない こ とが

判 明 した ときに は、既存 の 原価概念や集計方法 を超 え る新た な原価概念や原価 計算手 法が求め

られ る可能性 も高い だ ろ う。
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